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石狩市水道事業中石狩市水道事業中石狩市水道事業中石狩市水道事業中期経営計画期経営計画期経営計画期経営計画    

（平成25年度～平成28年度） 

    

    

１１１１    中期経営計画策定の趣旨中期経営計画策定の趣旨中期経営計画策定の趣旨中期経営計画策定の趣旨    

 

石狩市では、市民や事業者の皆さまへ安全かつ満足頂ける水道水を安定して供給

し、なおかつ健全なる水道事業経営の実現を目指すため、長期的な視点をもった地

域水道ビジョンである『石狩市水道ビジョン』（以下「本ビジョン」という。）を

平成18年８月に策定しました。 

本ビジョンでは、本市の水道事業を取り巻く環境の総合分析を行い、その上で概

ね50年先を見定めたあるべき姿をイメージした経営戦略を検討し、長期的な方向性

を設定するとともに、その施策推進のための基本的な考え方を、10年程度のタイム

スパンで整理し、でき得る限り具体的に、その目標と実現方策を掲げています。 

水道事業中期経営計画（以下「中期経営計画」という。）は、この方策に基づき、

「市民のための水道（市民の安心と豊かな生活を次代へ持続させる水道）」を実現

させるため、経営の取り組みや、財政収支の見通しなどを明らかにする目的で策定

するものであり、平成20年度に第１期（平成21～24年度）の計画を策定しています。 

 

（１）計画の位置付け（１）計画の位置付け（１）計画の位置付け（１）計画の位置付けと期間と期間と期間と期間    

①計画の位置付け 

中期経営計画は、図－１のとおり、本ビジョンの基本理念を新しい時代の中に

おいて実現させるための計画であり、この計画を踏まえ、毎年度の予算（毎年度

の実施計画）が立てられます。 

    

②計画の期間    

本計画の期間は、平成25年度から平成28年度までの４年間とします。 

◎策定期間を４年間とする理由  

本市水道事業は、住宅地という人口構造の影響を受ける要素のほかに、新港

地域という景気の動向に左右される要素もあるため、これらの動向を水道経営

に適時反映していくため、計画期間を長期とせずに４年間としています。 
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２２２２    事業の現状事業の現状事業の現状事業の現状とととと課題課題課題課題に対する基本的な方針に対する基本的な方針に対する基本的な方針に対する基本的な方針    

本市水道事業は、少子高齢化社会への対応、事務の効率化や施設の管理体制の強

化を図るため、平成22年４月に厚田区及び浜益区の簡易水道事業を旧石狩市域の水

道事業に統合しました。 

また、旧石狩市域においては、平成25年度の石狩西部広域水道企業団（以下「西

部企業団」という。）からの用水供給開始により、事業創設以来の課題であった、

地下水に代わる恒久水源の確保が実現します。 

しかし、その一方で、水道事業は、少子高齢化社会の進展や長引く経済・雇用状

況の低迷といった、かつて経験したことのない社会情勢の中にあり、これまでのよ

うに水需要が自然に増加することは期待できません。 

しかも、水道施設の老朽化も進んでおり、それらの更新や耐震化のための費用が、

なお一層必要な状況にあります。 

こうした背景のもと、水道事業は大きな転換期を迎えています。 

 

図－１ 中期経営計画の位置付け 

中期経営計画中期経営計画中期経営計画中期経営計画    

予算（毎年度の実施計画）予算（毎年度の実施計画）予算（毎年度の実施計画）予算（毎年度の実施計画）    

水道ビジョン水道ビジョン水道ビジョン水道ビジョン    
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（１）（１）（１）（１）水道水道水道水道事業事業事業事業の概要の概要の概要の概要    

石狩市における水道事業の概要については、表－１のとおりとなっています。 

表－１ 石狩市水道事業の概要（平成23年度末現在）    

区

分 

項目 単位 水道事業 うち旧石狩市 うち厚田区 うち浜益区 

人

口

・

水

量

等

 

給水区域内人口 人 60,711 57,181 1,881 1,649 

給水人口 

（普及率） 

人 

（％） 

60,209 

(99.2) 

56,751 

(99.2) 

1,841 

(97.9) 

1,617 

(98.1) 

給水戸数 

（休止を含む） 

戸 26,390 24,008 1,162 1,220 

配水量(A) ㎥/年 5,688,428 5,100,488 303,290 284,650 

有効水量(B)

※1

 ㎥/年 5,292,317 4,823,841 273,463 195,013 

有効率(B/A)

※2

 ％ 93.0 94.6 90.2 68.5 

有収水量(C)

※３

 ㎥/年 5,133,907 4,755,152 243,859 134,896 

有収率(C/A)

※４

 ％ 90.3 93.2 80.4 47.4 

施

 

設

 

等

 

導水管延長 ｍ 35,824 21,728 7,693 6,403 

送水管延長 ｍ 8,012 0 6,740 1,272 

配水管延長 ｍ 685,002 561,790 77,992 45,220 

浄配水場数 箇所 27 12 10 5 

水源 

 

 

・地下水 

（井戸20箇所） 

・札幌分水 

河川水 

（幌

ほろ

内

ない

川） 

河川水 

(群

くん

別

べつ

川、滝ノ沢

川、小川) 

分水量 

(札幌市より) 

㎥/年 883,191 883,191   

会

計

に

関

す

る

事

項

 

給水収益(税抜) 千円/年 1,269,059 1,161,065 70,861 37,133 

減価償却費 千円/年 442,910 354,068 52,515 36,327 

企業債償還金 千円/年 607,928 450,177 99,949 57,802 

 

うち利子償還金 千円/年 169,871 139,672 16,207 13,992 

うち元金償還金 千円/年 438,057 310,505 83,742 43,810 

企業債残高 千円 7,723,627 6,205,805 751,334 766,488 

※１ 有効水量とは、水道施設や給水装置から給水される水量（配水量）のうち、有効に使われた

（漏水量を除いた）水量のことを言います。 

※２ 有効率とは、配水量に占める※１の割合のことを言います。 

※３ 有収水量とは、配水量のうち、料金の対象となった水量のことを言います。 

※４ 有収率とは、配水量に占める※３の割合のことを言います。 
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（２）（２）（２）（２）水道水道水道水道事業の課題事業の課題事業の課題事業の課題に対するに対するに対するに対する基本的な基本的な基本的な基本的な方針方針方針方針    

①①①①水源の水源の水源の水源の変更変更変更変更    

現在、旧石狩市域では、地下水を主な水源としていますが、水量が不足してい

るため、隣接する札幌市から必要な水量の２割程度を購入しています。 

  また、地下水は、汲み上げ過ぎによる地盤沈下や海水の浸透による塩水化の恐

れがあることから、これに代わる恒久水源を確保すべく、平成４年度に、当別ダ

ムを水源として用水供給事業を行う西部企業団に参画しました。 

  当別ダムや西部企業団の浄水場施設は、平成24年度中に完成し、翌25年度から

水道用水を受水することとなりますが、本市において、これほど大規模な水の入

れ替え作業は過去に例がないことから、事故のないよう、入れ替えするエリアや

作業工程などを詳細に定めた計画に基づき、慎重に作業を行います。 

    

②②②②施設の老朽化施設の老朽化施設の老朽化施設の老朽化            

            本市の水道事業は、古くは昭和30年代から供用を開始しており、施設の老朽化

が進んでいます。老朽化した施設を放置しておくと、大規模な漏水事故に繋がり、

広範囲な断水になる恐れがあります。 

これまでは、漏水事故が頻繁に発生していた花川南地区などの老朽管を平成８

年度から24年度までの間、計画的に更新してきました。（グラフ－１参照） 

また、浜益区においては、老朽化の進んでいた浜益浄水場を平成21年度に大規

模改修しています。 

   今後は、水道施設の更新需要が増加するため、平成22年度に策定した「石狩市

水道施設更新計画」に基づき、市内各地域の施設や老朽管の更新及び耐震化を行

います。 

グラフ－１ 水道管の整備延長 
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③③③③伸び悩む水伸び悩む水伸び悩む水伸び悩む水需要需要需要需要    

            本市の水需要（有収水量）は、事業創設から近年まで、市街地の整備に伴う人

口の増加や石狩湾新港地域への企業の進出などに支えられて、年々増加してきま

した。   

しかしながら近年は、少子高齢化の進展やライフスタイルの変化に加え、長引

く経済・雇用状況の低迷などにより水需要が減少傾向にあり、それに伴い、給水

収益も同様に減少傾向となっており、今後もこうした傾向は続くものと考えられ

ます。（グラフ－２、３参照） 

この対策のひとつとして、給水区域内における水道未使用の世帯に対し、聴き

取り調査や水道使用への働きかけを行います。 

グラフ－２ 水需要の実績と今後の見込み 

 

   

 

 

 

 

                

    

    

    

グラフ－３ 給水収益の実績と現行料金における今後の見込み    
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④④④④厳しい経営状況厳しい経営状況厳しい経営状況厳しい経営状況 

   本市水道事業の経営状況は、給水収益が減少傾向にある一方で、施設の老朽化

に伴う修繕費の増加や、厚田区及び浜益区の簡易水道事業を平成22年度に統合し

たことに伴う減価償却費や支払利息等の増加により、平成22、23年度は連続して

赤字決算となっており、平成24年度の当初予算においても１億円を超える赤字が

見込まれています。（グラフ－４参照） 

   さらに、平成25年度以降は、西部企業団からの用水受水に係る費用が新たに発

生するほか、老朽化施設の更新に伴う費用も必要となり、経営はさらに厳しさを

増していきます。 

水道事業は、これまでも単年度において赤字決算となったことがありますが、

経費節減の努力に加え給水収益が増加傾向にあったことから、継続して赤字決算

となることはありませんでした。 

   しかしながら今後は、給水収益の大幅な増加は期待できず、経費の節減だけで

は赤字体質の改善が難しい状況にあります。 

このため、さらなる経営効率化の推進と、料金の見直しによる財政基盤の強化

を行います。 

 

グラフ－４ 収益的収支の現状 
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■■■■収支不足収支不足収支不足収支不足    

1,166万円 △54万円 △1億3,706万円 △2,322万 △7,168万

事業統合 
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３３３３    経営効率化の推進経営効率化の推進経営効率化の推進経営効率化の推進    

（１）（１）（１）（１）これまでの取り組みこれまでの取り組みこれまでの取り組みこれまでの取り組み    

   水道事業は、平成18年度策定の水道ビジョン及び前・中期経営計画（H21-24）

に基づき、経営基盤の強化に向けて下記の取り組みを行い、これまでに約５億円

の経費節減を図ってきました。 

   ①施設規模や工事手法の適正化・・・・・・約２億円の削減 

   ②繰上償還制度による支払利息の軽減・・・約１億円の削減    

   ③民間活力の積極的な導入・・・・・・・・約１億円の削減 

   ④事務の効率化・・・・・・・・・・・・・約１億円の削減 

   これまでは、上記の取り組みにより一定の効果を上げていますが、経営基盤強

化のため、今後も経費の節減に取り組みます。 

 

（２）（２）（２）（２）企業債借入額の抑制企業債借入額の抑制企業債借入額の抑制企業債借入額の抑制        

   本市水道事業は、昭和30年代からの事業開始以来、昭和50年代から60年代にか

けての急激な人口増加や、平成17年の厚田村及び浜益村との市村合併など、まち

の発展とともに給水区域が拡大したことに伴い、水道施設の建設を進めてきまし

たが、その建設費用に必要なお金の多くを企業債によって賄ってきました。 

今後も、老朽化した配水管や配水場などの施設は順次更新する必要があり、多

額の資金が必要となることから、その一部を企業債で賄う必要があります。しか

し、この企業債は借金であるため、利子を付けて返済しなければなりません。こ

のため、借り入れにあたっては、将来の世代に過度な負担とならないよう、計画

的に行う必要があります。 

グラフ－５のとおり、平成23年度末の企業債残高はおよそ77億円であり、今後

の償還額は毎年４億5,000万円程度が見込まれています。こうしたことから、管路

更新計画に定める必要な費用のうち、その借入額を年間２億2,000万円以内に抑え、

企業債残高を減らすとともに、毎年の償還額を抑制するよう努めていきます。 
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グラフ－５ 企業債の見通し 

 

   

 

 

    

 

 

 

 

 

（（（（３３３３））））職員数の削減職員数の削減職員数の削減職員数の削減    

市全体での職員数削減の取り組みに伴い、水道事業においても事業の効率化に

取り組む中で、事業運営に必要な技術力を官民連携などによって確保しつつ、職

員数の削減を行うこととしています。 

本市水道事業は、これまで簡易水道事業との一体的な管理や第三者委託制度の

導入に伴い職員数を削減してきましたが、今後は、平成25年度の西部企業団から

の用水受水を機に参事職（技術職員）１名を削減し、平成26年度には、更に技術

職員及び事務職員を各１名ずつ削減します。 

これにより、計画期間合計では、約8,000万円の人件費削減を見込んでいます。

（グラフ－６参照） 

グラフ－６ 職員数の推移 
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（４（４（４（４）その他の取り組み）その他の取り組み）その他の取り組み）その他の取り組み    

①水道施設の更新における資材費の低コスト化 

平成25年度から実施する老朽管の更新においては、基本的に鋳鉄管を使用し

ますが、地域の特性に応じて資材費及び施工費がより安価な配水用ポリエチレ

ン管を採用します。 

これにより、計画期間合計では、約2,000万円程度の事業費抑制効果を見込ん

でいます。 

 

  ②施設の運転管理業務契約の見直し等 

現在、旧石狩市域で委託している『石狩市浄配水場施設運転管理等業務』及

び『薬品管理業務』については、平成25年４月からの西部企業団の用水受水に

伴い、管理する施設数や薬品の使用量が減少することから、コストの縮減が見

込まれます。また、これらの契約と厚田区及び浜益区において委託している『石

狩市厚田区及び浜益区浄配水場等運転管理業務』の契約を１本化することによ

り、更なるコストの縮減を図ります。 

これにより、過去３年の平均額に比較して、計画期間合計では約１億8,000

万円のコスト縮減を見込んでいます。（グラフ－７参照） 

グラフ－７ 施設の運転管理業務契約見直し等によるコストの縮減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③有効率の向上（漏水箇所の特定と復旧） 

  本市の水道施設は、事業開始から相当の年数が経過していることから、グラ

フ－８のとおり度々漏水事故が発生しています。漏水を放置しておくと、本来

市民の皆さまに届けるべき貴重な水が無駄になるだけでなく、水をつくった費
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縮減見込額

全体契約額

薬品管理業務

石狩市厚田区及び浜益区浄

配水場運転管理等業務

石狩市浄配水場等運転管理

業務

（億円）

・管理施設及び薬品使用量が減少 

・委託契約の１本化 

約1.8億円のコスト縮減 
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用も無駄になってしまいます。また、突発的な漏水事故の復旧の際には、周辺

世帯の断水が必要となり、市民の皆さまにご不便をおかけする場合もあります。 

このことから、本市では、浄水場や配水場から送り出している水量の変化を

注意深く監視し、漏水の疑いがある場合には、これまで同様速やかに調査を行

い、漏水箇所を復旧します。特に、有効率の低い浜益区については、今後重点

的に漏水調査と復旧を行います。（グラフ－９参照） 

グラフ－８ 漏水事故件数と断水時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ－９ 有効率の推移 
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４４４４    事業計画事業計画事業計画事業計画    

（１）老朽化に伴う管路・施設の更新と耐震化（１）老朽化に伴う管路・施設の更新と耐震化（１）老朽化に伴う管路・施設の更新と耐震化（１）老朽化に伴う管路・施設の更新と耐震化    

   平成25年度以降の施設更新事業については、「石狩市水道施設更新計画」に基

づき、毎年３億2,000万円を投じて、管路更新、施設更新及び耐震化を実施しま

す。 

   本計画期間の事業計画、事業費及び財源の内訳については、表－２、表－３に

示すとおりです。 

表－２ 水道施設更新・耐震化の事業計画 

名 称 H25 H26 H27 H28 

管路更新 

●花畔地区 

●花川北地区 

●厚田区 

  6,160ｍ 

●花畔地区 

●花川北地区 

  4,180ｍ 

●花川北地区 

  3,500ｍ 

●花川北地区 

  3,400ｍ 

施設更新 

●花川北配水場 

配水ポンプ設備 

●濃昼浄水場 

自家発電設備 

●厚田浄水場 

フェンス 

●花川北配水場 

配水ポンプ設備 

●浜益浄水場 

フェンス 

●花川北配水場 

受変電設備 

●濃昼浄水場 

フェンス 

●花川北配水場 

受変電設備 

●発足配水池 

フェンス 

耐震化 

（国庫補助対象） 

●花川北配水場 

耐震化実施設計 

●厚田浄水場 

耐震診断(対象外) 

●浜益浄水場 

耐震診断(対象外) 

●花川北配水場 

配水池耐震化補強 

●厚田浄水場 

耐震化実施設計 

●厚田浄水場 

耐震化補強 

●浜益浄水場 

耐震化実施設計 

●浜益浄水場 

耐震化補強 

 

 

表－３ 水道施設更新・耐震化の事業費及び財源内訳  (単位：千円) 

名 称 H25 H26 H27 H28 

事

業

費 

管路更新 126,450 114,880 142,710 139,940 

施設更新 170,200 164,800 78,800 80,100 

耐震化 23,350 40,320 98,490 99,960 

小 計 320,000 320,000 320,000 320,000 

事務費等

※５

 270 1,500 3,900 3,900 

合 計 320,270 321,500 323,900 323,900 

財

源 

国庫補助金 1,840 13,940 34,130 34,620 

企業債 220,000 220,000 220,000 220,000 

その他 98,480 87,560 69,770 69,280 

合 計 320,270 321,500 323,900 323,900 

※５ 国庫補助対象（耐震化）の事務費等のこと。 
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（２）（２）（２）（２）水源水源水源水源のののの変更に伴う廃止施設の処分変更に伴う廃止施設の処分変更に伴う廃止施設の処分変更に伴う廃止施設の処分    

   当別ダムを水源とする西部企業団の水道用水受水に伴い、これまで地下水を汲

み上げていた井戸や、地下水を浄水処理するための浄水場（表－４）が不要とな

ります。これらの廃止施設については、建物や機械設備の撤去等に多額の費用が

必要となる見込みであることから、収支に大きな影響を与えない範囲で民間や市

への売却などを含めて処分方法を検討します。 

    

  ≪浄水場施設≫  

浄水場施設のうち、樽川浄水場については、放課後児童施設として再利用する

ため、平成25年度中に市へ売却することが決定しています。 

   その他の施設については、出来る限り有効活用を図ることとし、市における再

利用も含めて、今後、処分方法を検討します。 

 

表－４ 水源変更に伴い廃止する浄水場施設 

 施設名称 所在地 敷地面積 廃止後の処分等 

1 花川南浄水場 花川南４条３丁目１番地 2,831.30㎡ 未定 

2 花畔市街浄水場 花川北６条５丁目12番地 2,022.00㎡ 未定 

3 樽川浄水場 樽川６条２丁目602番地 2,269.12㎡ H25年度中に売却予定 

4 緑苑台浄水場 緑苑台西１条３丁目１番地 2,083.64㎡ 未定 

5 本町八幡浄水場 親船町75番地２ 1,436.00㎡ 未定 

6 新港南浄水場 新港南１丁目41番地６ 550.00㎡ 未定 

7 緑ヶ原浄水場 緑ヶ原１丁目144番地、154番地 983.00㎡ 未定 

8 新港中央浄水場 新港中央１丁目204番地 2,760.00㎡ 

配水場施設の一部 

として使用 

   

≪井戸施設≫ 

   井戸については、市内20箇所に設置されていますが、このうち借地に設置して

いる４本については、揚水の必要が無くなった時点で撤去して、土地を地権者に

返還します。 

   また、公園内や市の所有地に設置されている井戸については、当面は残すこと

としていますが、住宅地に設置されている井戸については、撤去に要する費用と

土地の売却代金のバランスを見定めながら、できるだけ早い時期に処分できるよ

う検討します。  
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５５５５    財政収支の見通しと経営の健全化財政収支の見通しと経営の健全化財政収支の見通しと経営の健全化財政収支の見通しと経営の健全化        

（１）（１）（１）（１）給水収益給水収益給水収益給水収益の見込の見込の見込の見込み（料金改定の効果み（料金改定の効果み（料金改定の効果み（料金改定の効果））））    

   本市の水道料金収入は、社会・経済情勢の影響による水需要の鈍化に伴い、

減少傾向にあります。 

   こうした状況下において、今後の健全な水道事業経営を目指すため、平成25

年３月使用分（４月請求分）から水道料金を平均16.7％値上げします。 

このことにより、本計画期間内における料金収入は、合計で約８億円程度の 

   増加を見込んでいます。（グラフ－10参照） 

   

グラフ－10 給水収益の実績と今後の見込み 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（（（２２２２））））不足不足不足不足するするするする財源財源財源財源へへへへの手当ての手当ての手当ての手当て    

本計画期間においては、料金の値上げによる増収分だけでは収支不足を補うこ

とができないため、次の財源を充てることとします。 

①高料金対策繰入金 

平成25年４月からの西部企業団用水の受水開始に伴い、受水費が大幅に

増加することから、国が定める一般会計からの繰出し基準、「上水道の高

料金対策に要する経費」について繰り入れを受けます。 

しかしながら、国の基準では、繰入れの時期は平成27年度からとなり、

その間、大きな収支不足が生じてしまうことから、市独自の追加支援とし

て、これを２年前倒しして繰り入れを受けます。（表－５参照） 

5 
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料金改定に伴う増額分 現行料金の収入見込み

（億円） ☆Ｈ17～21 には旧簡易水道分を含む 

事業統合 
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         表－５ 高料金対策繰入金     （単位：千円） 

      H25 H26 H27 H28 合計 

繰入額 160,000 160,000 160,000 160,000 640,000 

適用 追加支援分 繰出基準分  

 

②施設売却収入 

平成25年度で廃止となる樽川浄水場を市へ売却することとし、その売却

収入（税込み１億6,800万円）を本計画期間内の特別利益として計上します。 

 

③利益積立金 

水道事業が赤字のために蓄えている貯金（利益積立金）を本計画期間内

の収支不足に充てます。 

利益積立金の平成24年度末残高は、約２億6,000万円の見込みであり、こ

れを収支不足額に充てることで、赤字が累積しないよう毎年度処理します。 

    

（（（（３３３３））））地方公営企業会計制度地方公営企業会計制度地方公営企業会計制度地方公営企業会計制度の見直しの見直しの見直しの見直しとととと収支への影響収支への影響収支への影響収支への影響    

    地方公営企業会計制度が、昭和41年以来、約46年ぶりに大幅に改正され、平

成26年度の予算及び決算から適用されます。この見直しにより、水道事業会計

などの地方公営企業に民間の企業会計制度が取り入れられます。 

    このことにより、本市水道事業会計に生じる主な影響は、次の４点です。 

①補助金等により取得した固定資産の償却制度等 

  本市水道事業は、これまで、所有する固定資産の減価償却について、料

金原価を下げるために「みなし償却制度」

※６

を採用し、国庫補助金等で取

得した固定資産や受贈財産（無償取得）については、その相当額分につい

て減価償却を行ってきませんでしたが、今回の制度改正に伴い、取得した

際の財源に関わりなく、全てを減価償却しなければなりません。 

このため、毎年度の減価償却費は増加しますが、その一方で、固定資産

の取得に充てた国庫補助金等は、制度改正により『長期前受金』として負

債（繰延収益）に計上した上で、減価償却見合い分を順次収益化すること

となりますので、収支に影響はないものと見込んでいます。（表－６参照） 
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        表－６ 現行制度と新制度の減価償却費の比較  （単位：千円） 

 H25 H26 H27 H28 

現行制度 484,607 489,193 488,189 490,329 

新制度 － 655,087 646,232 636,603 

増加額

※７

 － 165,894 158,043 146,274 

 

※６ 地方公営企業法施行規則より抜粋 

地方公営企業の有形固定資産で、資本的支出に充てるために交付された補助金、負

担金その他これらに類する金銭又は物件（以下『補助金等』という。）をもって取得

したものについては、当該有形固定資産の取得に要した価額からその取得のために充

てた補助金等の金額に相当する金額（物件にあっては、その適正な見積価額をいう。）

を控除した金額を帳簿原価又は帳簿価額とみなして、第1項の規定により各事業年度の

減価償却額を算出することができる。  

 

※７ 新制度移行に伴い増加する減価償却費については、国庫補助金等を「長期前受金」

として負債に計上した上で、その見合い分を順次収益化することで、収支には影響が

出ない見込み。 

 

②退職給付引当金 

退職給付引当金は、水道事業に従事する職員への退職手当の支給に備え

て事業の年度末に繰り入れる引当金のことを指しますが、本市は、北海道

市町村職員退職手当組合に加入し、毎年度同組合に負担金を納付すること

で、退職手当の支給に必要となる額を積み立てしており、支給自体も同組

合が直接行っています。 

ただし、特別加算分など、負担金の納付額を超える支給がなされた場合

には、３年に一度行われる負担金の精算時に『追加負担金』として納付す

る仕組みになっています。 

     このことから、退職手当の支給に要する総額を水道事業で引き当てる必要

はないものと考えますが、追加負担金については、今後も発生する可能性が

あることから、過去の実績を踏まえて500万円程度を引き当てることとし、

平成26、27年度の２年間で250万円ずつ引当金として計上します。 

   

 ③賞与引当金 

     賞与引当金は、水道事業に従事する職員に支給する期末手当及び勤勉手当 

    について、手当の対象期間が年度をまたぐ場合に、支給する年度の前年度相

当分を前年度中に予算経理して引き当てるものです。 

     本市の手当支給の対象期間は、６月支給分が12月２日から翌６月１日、12
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月支給分が６月２日から12月１日までとなっており、賞与引当金として計上 

    する対象期間は、６月の支給に係る12月２日から年度末の３月31日までの間

となります。 

 

   ■６月に期末・勤勉手当60万円を支給すると仮定した場合のイメージ  

   【現 行】 

       

12月 １月 2月 ３月 ４月 ５月 ６月 

 

   【改正後】 

➣当期の費用処理額⇒賞与引当金 ➣翌期の費用処理額（予算） 

       

10 10 10 10 10 10  

12月 １月 2月 ３月 ４月 ５月 ６月 

   決算日   

処理① 決算時に10万円×４カ月＝40万円を賞与引当金に計上 

処理② 支給時に賞与引当金から40万円を取り崩し、予算の20万円と 

合わせて手当を支給 

 

     移行初年度においては、移行前年度の12月から翌３月分を引当金として計

上していないため、その未計上分を手当として特別損失に計上する必要があ

ります。 

 

   ④貸倒引当金 

     未収となっている水道料金のうち、今後、回収することが不可能であると

見込まれる額について、貸倒引当金として計上します。 

     貸倒引当金は、未収となっている水道料金の総額（債権金額）に過去の不

納欠損の実績値をもとに推計した割合を乗じて算定し、その額を毎年の予算

に貸倒引当金繰入額として計上して年度末に貸倒引当金に繰り入れます。 

     予算計上する科目は、これまでの特別損失から営業費用に変更となり、経

常収支に影響を与えることになります。  

 

 

 

 

支給する年度 

の費用(60万円) 
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（（（（４４４４））））収益的収支と資本的収支収益的収支と資本的収支収益的収支と資本的収支収益的収支と資本的収支の見込みの見込みの見込みの見込み    

表－７ 財政収支見込 

（単位：百万円） 

区  分 H25 H26 H27 H28 

収

益

的

収

支

 

収

 

入

 

営

業

収

益 

給水収益 1,445 1,443 1,440 1,438 

その他営業収益 82 82 82 82 

小計 1,527 1,525 1,522 1,520 

営

業

外

収

益 

一般会計補助金 189 190 188 186 

長期前受金戻入 0 166 158 146 

その他収入 4 1 1 1 

小計 193 357 347 333 

その他収入 163 1 1 1 

 
うち固定資産売却収入 163 0 0 0 

合計 1,883 1,883 1,870 1,854 

支

 

出

 

営

業

費

用

 

職員人件費 125 108 108 108 

委託料 324 267 268 275 

修繕費 58 57 57 57 

受水費 640 643 647 649 

減価償却費 487 655 646 637 

その他営業費用 43 65 66 63 

小計 1,677 1,795 1,792 1,789 

営

業

外

費

用

 

支払利息 165 162 158 153 

その他費用 1 1 1 1 

小計 166 163 159 154 

その他支出 15 7 1 1 

合計 1,858 1,965 1,952 1,944 

収支差引 25 △82 △82 △90 

        

利益積立金残高 287 205 123 33 

        

資

本

的

収

支

 

収

 

入

 

国庫補助金 2 14 34 35 

企業債 220 220 220 220 

出資金 126 134 132 120 

補助金 5 5 5 5 

負担金 8 7 7 7 

合計 361 380 398 387 

支

 

出

 

建設改良費 415 408 408 408 

 うち職員人件費 72 72 72 72 

企業債償還金 451 462 459 471 

その他支出 1 1 1 1 

合計 867 871 868 880 

収支差引 △506 △491 △470 △493 

        

当該年度充当補填財源 506 491 470 493 

補填財源残高 329 351 398 423 

        

企業債現在高 7,462 7,220 6,981 6,731 

◆H25は予算額を計上することから、今後、微増・微減となる可能性があります。 
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表－７に示したとおり、本計画期間においては、料金の値上げによる増収分

や高料金対策繰入金、施設の売却収入を計上していますが、平成26年度以降、

毎年収支不足が見込まれ、これを補填する利益積立金については、平成28年度

末までに、そのほとんどを取り崩す見通しとなっています。 

また、給水収益についても、料金値上げに伴う節水意識の高まりから、使用

水量が減少し、値上げの効果が充分に得られない可能性があります。 

  

（（（（５５５５））））経営経営経営経営の点検の点検の点検の点検とととと定期的な定期的な定期的な定期的な料金料金料金料金水準水準水準水準のののの見直し見直し見直し見直し    

    本市水道事業はこれまで、施設規模のダウンサイジングや職員数の削減、業

務の見直しなどにより経費の節減に取り組んできましたが、こうした努力だけ

では、今後の厳しい経営状況を乗り切ることができないと判断し、水道料金を

平成25年３月使用分（４月請求分）から平均16.7％値上げすることとしました。 

ただし、今回の料金改定は、市民負担を極力抑えるために、算定期間の収支

不足に水道事業の貯金を活用するなど、必要な経費全てを料金で回収できるま

でには至っていません。（グラフ－11参照） 

グラフ－11 収益的収支の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうしたことから、今後も経営の点検と更なる経費の節減に努める一方、概

ね４年ごとに料金の見直し作業を行います。 

 

0

5

10

15

20

H25 H26 H27 H28

収入

支出

＊収支不足は、利益積立金（貯金）で穴埋めしますが、 

H28 末までには、そのほとんどを取り崩す見通しです。 

（億円） 

■収支不足 
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また、本計画期間内の収支に大きな影響を与える受水費については、その供

給単価が適正に設定されるよう、西部企業団の構成団体の一員として、これま

で同様、同企業団の経営状況を常に確認していきます。 

なお、経営状況や本計画の点検・見直しについては、庁内組織である『水道

経営会議』に諮った上で計画に反映させることとし、その内容については、市

水道事業運営委員会へ報告するほか、市ホームページなどで公表します。 

 

 

（６）（６）（６）（６）サービス向上の取り組みサービス向上の取り組みサービス向上の取り組みサービス向上の取り組み    

水道事業のサービス向上のために、市民や事業者の皆さまからのご意見を広

く募り、本計画や事業運営に反映できる仕組みを検討します。 

また、今回、水道料金改定に関する意見交換会やパブリックコメントに寄せ

られたご意見などについても、今後の事業運営に反映できるよう検討します。 



　

平成27年２月

石狩市建設水道部水道担当

石狩市水道事業中期経営計画

財政収支見込のフォローアップ

（平成25年度～平成28年度）



石狩市水道事業中期経営計画（平成 25 年度～平成 28年度） 

財政収支見込のフォローアップ 

 

１ 趣旨 

  現石狩市水道事業中期経営計画（以下「本計画」という。）は、平成 25 年３月に策

定しており、策定からまもなく２ヵ年が経過しますことから、この度、本計画の財政

収支見込を点検する目的でフォローアップを実施しました。 

 

２ フォローアップの方法 

  本計画は、平成 24 年度決算見込み及び平成 25 年度当初予算を元に策定しておりま

すが、今回のフォローアップにおいて、平成 25年度から平成 28年度の計画期間４年

間について、平成 25 年度は決算、平成 26 年度は決算見込み、平成 27 年度は当初予

算、平成 28年度は平成 27 年度当初予算をベースに収益的収支及び資本的収支の金額

の置き換えを行いました。 

 

３ 当初財政収支見込との主な増減内容について 

 【収益的収入】 

  本市水道事業会計の収益的収入の８割弱を占めております給水収益（水道料金収入）

が、計画期間４年間総額で当初の見込みより、2億 700 万円の減（△3.6％）となって

おります。この要因としましては人口減少等が影響していると考えられます。 

 【収益的支出】 

  本年度において、当別ダムへの水源切り替えに伴い不要となった水道施設（浄水場、

井戸施設及び導水管）を将来の費用を圧縮することを目的として固定資産の除却を実

施したことにより、減価償却費が計画期間４年間総額で当初の見込みより、1 億 4,000

万円の減（△5.8％）となっているほか、委託料が 7,800 万円の減（△6.9％）となっ

ております。 

 

４ まとめ 

  この度のフォローアップによる各年度の収支差引は、平成 26、27 年度については

収支不足が当初計画と比較して大きな乖離がない見込みでありますが、平成 28 年度

については当初計画よりも収支不足が 3,000 万円ほど増加する見込みであり、今後も

厳しい経営状況が続くものと考えております。 

今後の会計運営にあたりましては、引き続き経費節減に努めることはもとより、当

初計画で位置づけております４年ごとの料金の見直し作業を行うことが必要である

と考えております。 



【フォローアップ】【フォローアップ】【フォローアップ】【フォローアップ】

H25　決算額に置き換えH25　決算額に置き換えH25　決算額に置き換えH25　決算額に置き換え

H26　決算見込額に置き換えH26　決算見込額に置き換えH26　決算見込額に置き換えH26　決算見込額に置き換え

H27　当初予算額に置き換えH27　当初予算額に置き換えH27　当初予算額に置き換えH27　当初予算額に置き換え

H28　H27当初予算額をベースに置き換えH28　H27当初予算額をベースに置き換えH28　H27当初予算額をベースに置き換えH28　H27当初予算額をベースに置き換え

（４）収益的収支と資本的収支の見込み（４）収益的収支と資本的収支の見込み（４）収益的収支と資本的収支の見込み（４）収益的収支と資本的収支の見込み （４）収益的収支と資本的収支の見込み（４）収益的収支と資本的収支の見込み（４）収益的収支と資本的収支の見込み（４）収益的収支と資本的収支の見込み

表－７　財政収支見込表－７　財政収支見込表－７　財政収支見込表－７　財政収支見込 表－７　財政収支見込表－７　財政収支見込表－７　財政収支見込表－７　財政収支見込

H25

予算

H26

中期計画

H27

中期計画

H28

中期計画

H25

決算

H26

決見

H27

予算

H28

H27予算ベース

給水収益 1,445 1,443 1,440 1,438 給水収益 1,407 1,393 1,383 1,376

その他営業収益 82 82 82 82 その他営業収益 69 67 73 73

小計 1,527 1,525 1,522 1,520 小計 1,476 1,460 1,456 1,449

一般会計補助金 189 190 188 186 一般会計補助金 188 184 222 180

長期前受金 0 166 158 146 長期前受金 0 452 150 139

その他収入 4 1 1 1 その他収入 4 2 3 3

小計 193 357 347 333 小計 192 638 375 322

163 1 1 1 168 1 1 1

うち固定資産売却収入 163 0 0 0 うち固定資産売却収入 163 0 0 0

1,883 1,883 1,870 1,854 1,836 2,099 1,832 1,772

職員人件費 125 108 108 108 職員人件費 116 103 108 108

委託料 324 267 268 275 委託料 279 252 265 260

修繕費 58 57 57 57 修繕費 59 67 69 69

受水費 640 643 647 649 受水費 640 643 647 649

減価償却費 487 655 646 637 減価償却費 482 592 604 607

その他営業費用 43 65 66 63 その他営業費用 35 44 59 53

小計 1,677 1,795 1,792 1,789 小計 1,611 1,701 1,752 1,746

支払利息 165 162 158 153 支払利息 160 153 149 144

その他費用 1 1 1 1 その他費用 4 1 1 1

小計 166 163 159 154 小計 164 154 150 145

15 7 1 1 11 319 1 1

1,858 1,965 1,952 1,944 1,786 2,174 1,903 1,892

25 △ 82 △ 82 △ 90 50 △ 75 △ 71 △ 120

287 205 123 33 328 253 181 59

2 14 34 35 2 28 41 56

220 220 220 220 220 230 220 220

126 134 132 120 126 131 121 116

5 5 5 5 4 5 0 0

8 7 7 7 8 0 0 0

361 380 398 387 360 394 382 392

415 408 408 408 405 394 392 388

うち職員人件費 72 72 72 72 うち職員人件費 64 68 71 71

451 462 459 471 451 462 459 472

1 1 1 1 0 0 1 1

867 871 868 880 856 856 852 861

△ 506 △ 491 △ 470 △ 493 △ 496 △ 462 △ 470 △ 469

506 491 470 493 496 462 470 469

329 351 398 423 425 421 423 440

7,462 7,220 6,981 6,731 7,443 7,210 6,971 6,719

収支差引

当該年度充当補填財源

補填財源残高

企業債現在高

補助金

負担金

収入計

支

　

出

建設改良費

企業債償還金

その他支出

支出計

その他支出

支出計

収支差引

利益積立金残高

資

本

的

収

支

収

　

入

企業債

出資金

区　　分

収

益

的

収

支

収

　

入

営

業

収

益

営

業

外

収

益

その他収入

収入計

支

　

出

営

業

費

用

営

業

外

費

用

（単位：百万円）

【当初】【当初】【当初】【当初】

国庫補助金

負担金

収入計

支

　

出

建設改良費

企業債償還金

収

　

入

営

業

収

益

営

業

外

収

益

その他収入

収入計

支

　

出

営

業

費

用

営

業

外

費

用

その他支出

支出計

資

本

的

収

支

収

　

入

国庫補助金

企業債

出資金

補助金

その他支出

収

益

的

収

支

補填財源残高

企業債現在高

（単位：百万円）

支出計

区　　分

収支差引

利益積立金残高

収支差引

当該年度充当補填財源

 2


